
種子島滞在プラン旅行商品造成・販売促進事業業務委託公募仕様書 

 

 

（１） 委託業務名  種子島滞在プラン旅行商品造成・販売促進事業 

 

（２） 業務目的 

種子島の自然や食など魅力ある特徴を活かした滞在プランを組み入れた旅行商品の

企画・造成を行い、観光誘客に向けた「もう１泊したい」と旅行者に思わせるような島

内周遊を促す滞在型観光の促進を図ることを目的とする。 

昨年度（令和２年度）は、コロナ禍の中、種子島の自然にスポットをあてて、できる

だけ長い期間種子島に滞在していただけるようＰＲを行うとともに、陶芸やヨガ、マリ

ン体験等種子島で楽しめる滞在プランを造成することで、高速船の乗船券又は飛行機の

航空券に、体験と宿泊をセットにした企画乗船券・航空券の販売を行ったところである。 

今年度も引き続き、高速船乗船券（鹿児島発種子島間）、往復航空券（鹿児島発種子

島間）に、体験と宿泊をセットにした企画乗船券・航空券（出発地によっては新幹線の

利用も組み込んだ旅行商品）の造成・販売をするとともに、新たにチャーター便を利用

した体験と宿泊をセットにした企画航空券の造成・販売にも取り組むことで、来島者の

選択肢を拡充して更なる利便性の向上に繋げ、繁忙期を含め通年して購入できる仕組み

作りを構築し、滞在型観光による誘客促進を図る。 

 

（３） 契約期間 

契約締結の日から令和４年３月４日（金）まで 

※旅行商品の催行は令和４年２月 28日（月）まで 

 

（４） 業務内容 

① 企画・開発・宣伝費 

    種子島において、旅行者に「もう１泊したい」と思わせるような島内周遊を促す効

果的な滞在プラン（企画乗船券・航空券）の企画・造成を行い、企画・造成にあたっ

ては、種子島観光協会及び島内事業者の協力を得て取り組み、受託者において体験事

業者と契約するものとする。 

    なお、種子島内の宿泊施設に必ず宿泊を１泊以上伴うものとし，３泊以上の滞在を

伴うものについては、体験プラン等を必ずしも必要としない。 

    また、出発地においては新幹線利用及び鹿児島県内の誘客をより効果的に組み込ん

だ、「個人旅行に特化した旅行商品（団体ツアー商品は対象外）」の提案が望ましい

が、チャーター便を利用した旅行商品については、団体ツアー等のツアー商品も対象

とし、地元ガイドを体験メニューに取り入れた旅行商品も提案してください。 

商品の販売にあたっては、WEBやチラシなどを用いて効果的に幅広く宣伝・募集を

行うものとする。 

 



② 販売促進費 

商品販売促進のための支援額として、企画乗船券では一人当たり 7,100円を上限、

企画航空券では一人当たり 11,900円を上限に、宿泊費や体験料の割引クーポンとし

て活用する。 

さらに、宿泊費についても、利用一泊当たり最大 5,000円（宿泊費がこの額を下回

る場合は、当該宿泊費を限度として、旅行者一人当たり最大 35,000円までとする。）

を支援するので、上記の割引クーポンを合わせて活用すること。 

ただし、支援額は予算の範囲内とする。 

また、国・県・市町村の他の旅行助成事業を併用する場合は事前にご相談ください。 

 

（５） 成果報告 

本業務終了後、速やかに次の成果物を提出すること。なお、成果物に瑕疵が確認され

た場合は、担当者の指示に従い必要な処理を受託者負担において行うこと。 

① 業務実施報告書５部（本業務で調査・作成したデータ分析結果等を取り     

まとめたもの、各業務の実績、効果検証及び分析等に関する報告を含む。） 

② 報告書電子データを入れた電子記録媒体（ＣＤ又はＤＶＤ）５枚 

③ 販売促進費に係る支援額については、その実施内容が確認できる書面（予約日、旅

行催行日、予約者氏名、予約者の居住都道府県、予約人数、宿泊施設名、体験事業者

名、体験カテゴリー、体験人数等記載、宿泊施設の値段、体験施設の値段等） 

④ 種子島商品販売のページアクセス、広告 WEBページのアクセス数等も報告すること。 

 

（６） 著作権等の取扱い 

① 著作権者 

    著作権（著作権法第 27条及び第 28条に規定する権利を含む。）は、種子島観光協

会に帰属する。 

② 第三者への使用許諾 

種子島の観光振興へ資し、適当と認められる場合に限り、種子島観光協会が行うも

のとする。 

③ 権利関係の処理 

   ア 素材に含まれる第三者の著作権、肖像権その他全ての権利についての交渉、処理

は受託者が行うこととし、その経費は委託料に含むものとする。 

   イ 受託者又は委託者が従前から所有していた写真等を使用する場合も前記のとお

りとする。 

   ウ 広報資材に地図データを使用する場合は、権利が種子島観光協会に帰属するよう

調製すること。 

   エ 第三者からの異議申し立て、紛争の提起については、全て受託者の責任と費用負

担で対応するものとする。 

   オ 著作権の取扱いについて、ここに記載の無い事項については、種子島観光協会と

受託者で協議のうえ処理することとする。 



（７） その他 

① 受託者は、業務の履行にあたって、内容を十分理解し、種子島観光協会担当者と連

絡を密に取りながら誠実に履行すること。 

② 本業務に関する協議等のため受注者が要する費用は、全て受託者の負担とする。 

③ 受託者は、本業務の処理を他に委託し、また請け負わせてはならない。ただし、書

面により種子島観光協会の承諾を得た場合はこの限りではない。 

④ 受託者は、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）、最低賃金法（昭和 34年法律第

137号）その他関係法令を遵守するとともに、個人情報の取扱いを適正に行い、危機

管理意識に基づく健全かつ安全に業務執行を図ること。 

⑤ 受託者は、この委託契約に係る業務を遂行する上で知り得た情報又は秘密は、承諾

を得ることなく第三者に漏らし又は委託業務以外の目的に使用してはならない。委託

期間が終了又は委託契約が解除された後においても同様とする。 

⑥ 受託者は、事故や運営上の課題などが発生した場合は速やかに報告すること。 

⑦ 受託者は、この業務に係る苦情等について、責任を持って対応すること。 

⑧ 受託者は、本業務の関係書類等を整備保管し、必要に応じて事業終了後も、実地検

査等に際しては協力すること。 

⑨ 本業務について、この仕様書に記載されていない事項及び疑義が生じた場合は、種

子島観光協会と協議のうえ決定する。 

⑩ この委託契約に係る業務遂行にあたり生じた損害は、原則として受託者が負担する

ものとし、責任をもって対処すること。 

⑪ 事業を行うにあたって効果的な提案があれば、該当する項目等で提案すること。こ

の仕様書の内容、仕様書に記載のない事項等について、事業を実施するうえで必要が

ある場合は、双方協議して見直し又は定めるものとする。 


